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埼玉県議会令和６年２月定例会付議予定議案件名表 
 

【議案】 
 

予算 

案件名 概要 

１ 

令和６年度埼玉県一般会計予算 

 

   

  本年度  ２，１１９，７４４，０００千円 

  前年度  ２，２１１，０９５，０００千円 

  増減額    △９１，３５１，０００千円 

  伸び率              △４．１％ 

 

２ 

令和６年度埼玉県公債費特別会計予算 

 

  本年度    ５３６，９７７，６９０千円 

  前年度    ５２７，０９３，２２１千円 

  増減額      ９，８８４，４６９千円 

  伸び率               １．９％ 

 

３ 

令和６年度埼玉県証紙特別会計予算 

 

  本年度        ４２９，５６０千円 

  前年度     １３，７０５，５０２千円 

  増減額    △１３，２７５，９４２千円 

  伸び率             △９６．９％ 

 

４ 

令和６年度埼玉県市町村振興事業特別会計予算 

 

  本年度     １３，４９５，７５３千円 

  前年度     １３，５３６，６８６千円 

  増減額        △４０，９３３千円 

  伸び率              △０．３％ 

 

資料１ 



- 4 - 

案件名 概要 

５ 

令和６年度埼玉県災害救助事業特別会計予算 

 

  本年度        ７９１，８０５千円 

  前年度        ６９６，８１７千円 

  増減額         ９４，９８８千円 

  伸び率              １３．６％ 

 

６ 

令和６年度埼玉県母子父子寡婦福祉資金特別会計

予算 

 

  本年度      １，１２０，２９９千円 

  前年度      １，１４８，９４９千円 

  増減額        △２８，６５０千円 

  伸び率              △２．５％ 

 

７ 

令和６年度地方独立行政法人埼玉県立病院機構貸

付金事業等特別会計予算 

 

  本年度     １３，７０６，４８０千円 

  前年度     １２，１６８，９５８千円 

  増減額      １，５３７，５２２千円 

  伸び率              １２．６％ 

 

８ 

令和６年度埼玉県国民健康保険事業特別会計予算 

 

  本年度    ５８８，０５４，８８０千円 

  前年度    ６０３，９４６，３８７千円 

  増減額    △１５，８９１，５０７千円 

  伸び率              △２．６％ 

 
９ 

令和６年度埼玉県中小企業高度化資金特別会計予

算 

 

  本年度        １２１，３３１千円 

  前年度        １２４，４１１千円 

  増減額         △３，０８０千円 

  伸び率              △２．５％ 

 
１０ 

令和６年度埼玉県就農支援資金貸付事業特別会計

予算 

 

  本年度         ３１，５０６千円 

  前年度         ３０，５４５千円 

  増減額            ９６１千円 

  伸び率               ３．１％ 
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案件名 概要 

１１ 

令和６年度埼玉県林業・木材産業改善資金特別会

計予算 

 

  本年度         ２０，６５０千円 

  前年度         ２０，６５０千円 

  増減額              ０千円 

  伸び率               ０．０％ 

 

１２ 

令和６年度本多静六博士育英事業特別会計予算 

 

  本年度         ４０，２８３千円 

  前年度         ３３，３２６千円 

  増減額          ６，９５７千円 

  伸び率              ２０．９％ 

 

１３ 

令和６年度埼玉県用地事業特別会計予算 

 

  本年度      ３，６０４，５６２千円 

  前年度      １，７７５，５７４千円 

  増減額      １，８２８，９８８千円 

  伸び率             １０３．０％ 

 

１４ 

令和６年度埼玉県県営住宅事業特別会計予算 

 

  本年度     １２，９１３，５０１千円 

  前年度     １３，２０２，４６５千円 

  増減額       △２８８，９６４千円 

  伸び率              △２．２％ 

 

１５ 

令和６年度埼玉県高等学校等奨学金事業特別会計

予算 

 

  本年度        ６８９，８８５千円 

  前年度        ６９５，５４６千円 

  増減額         △５，６６１千円 

  伸び率              △０．８％ 

 

１６ 

令和６年度埼玉県公営競技事業特別会計予算 

 

  本年度     ５０，６３９，８２４千円 

  前年度     ６２，１８０，１１６千円 

  増減額    △１１，５４０，２９２千円 

  伸び率             △１８．６％ 
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案件名 概要 

１７ 

令和６年度埼玉県総合リハビリテーションセンタ

ー病院事業会計予算 

 

  本年度      ４，４０４，２３１千円 

  前年度      ４，６７０，５１１千円 

  増減額       △２６６，２８０千円 

  伸び率              △５．７％ 

 

１８ 

令和６年度埼玉県工業用水道事業会計予算 

 

  本年度      ３，５７９，８５３千円 

  前年度      ２，７９７，５８３千円 

  増減額        ７８２，２７０千円 

  伸び率              ２８．０％ 

 

１９ 

令和６年度埼玉県水道用水供給事業会計予算 

 

  本年度    １００，８９８，２８１千円 

  前年度     ９１，２６９，１１３千円 

  増減額      ９，６２９，１６８千円 

  伸び率              １０．６％ 

 

２０ 

令和６年度埼玉県地域整備事業会計予算 

 

  本年度     １５，３５９，９５０千円 

  前年度      ８，２８６，９３９千円 

  増減額      ７，０７３，０１１千円 

  伸び率              ８５．４％ 

 

２１ 

令和６年度埼玉県流域下水道事業会計予算 

 

  本年度     ８７，９０４，８００千円 

  前年度     ８９，９９１，５７６千円 

  増減額     △２，０８６，７７６千円 

  伸び率              △２．３％ 
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条例 
 

案件名 概要 

１ 

埼玉県手数料条例の一部を改正する条例 

 

【企画財政部】 

 

１ 趣  旨  

  豚熱に関する特定家畜伝染病防疫指針の一部変更等を踏まえ、知事認定獣医師等が行う豚熱予防注射に係る豚熱

予防液の管理手数料等の額を定めるとともに、危険物取扱者試験手数料等の額を改定する等するための改正 

  

２ 内  容 

（1） 豚熱に関する特定家畜伝染病防疫指針の一部変更等を踏まえた手数料の新設  

 （例）知事認定獣医師等が行う豚熱予防注射に係る豚熱予防液の管理手数料 １頭分につき ６０円 

 

（2） 手数料の額の改定    

 （例）甲種危険物取扱者試験手数料の改定   

現 行 改正後 

６，６００円 ７，２００円 

 

（3） 規定の整備 

 

３ 施行期日  

  令和６年４月１日等 

２ 

埼玉県新型コロナウイルス感染症対策推進基

金条例の一部を改正する条例 

 

【企画財政部】 

 

１ 趣  旨  

    埼玉県新型コロナウイルス感染症対策推進基金の設置目的を変更するとともに、新型コロナウイルス感染症の影

響を受けた県内中小企業者を支援するため、設置期間を延長するための改正 
 
２ 内  容   
（1） 設置目的の変更    

現 行 改正後 

新型コロナウイルス感染症のまん延を防止し、並

びに県民に対する医療提供体制の整備並びに県経

済の回復及び活性化を図るための事業 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた県経済

の回復及び活性化を図るための事業 

 
（2） 設置期間の延長 

現 行 改正後 

令和１０年３月３１日まで 令和１１年３月３１日まで 
 
３ 施行期日 

  公布の日 

 



- 8 - 

案件名 概要 

３ 

埼玉県職員定数条例の一部を改正する条例 

 

【企画財政部】 

 

１ 趣  旨  

  児童虐待防止対策の強化等のため、職員の定数を改定するための改正 

 

２ 内  容 

  職員定数の改定   

 現 行 改正後 

知事部局 ７，１３８人 ７，１５９人 

公営企業管理者 ４２７人 ４３９人 

下水道事業管理者 １０７人 １１１人 

   

３ 施行期日  

  令和６年４月1日 

 

４ 

埼玉県本人確認情報の利用及び提供に関する

条例及び執行機関の附属機関に関する条例の

一部を改正する条例 

 

【企画財政部】 

 

１ 趣  旨  

  住民基本台帳法の一部改正に伴い、附票本人確認情報の利用及び提供に関し必要な事項を定めるとともに、規定

の整備をするための改正 

 

２ 内  容 

（1） 埼玉県本人確認情報の利用及び提供に関する条例 

  ア 附票本人確認情報を利用等できる事務に関する規定を追加 

  イ 規定の整備 

 

（2） 執行機関の附属機関に関する条例 

     審議会の名称等を変更する規定の整備 

 

３ 施行期日 

  情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図る

ための行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律の施行の日等 
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案件名 概要 

５ 

埼玉県個人番号の利用等に関する条例等の一

部を改正する条例 

 

【企画財政部】 

 

１ 趣  旨  

  行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部改正に伴い、規定の整備をする

ための改正 

 

２ 内  容 

  行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部改正に伴い、新設された用語を

定義 

（例）同法の別表に掲げられる事務のうち、迅速に特定個人情報の提供を受けることによって効率化を図るべきもの

として主務省令で定めるものを、特定個人番号利用事務として規定 

 

３ 施行期日 

  行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律の施行の日 

 

６ 

職員の定年等に関する条例の一部を改正する

条例 

 

【総務部】 

 

１ 趣  旨  

  人事管理上の必要性に鑑み、管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督職から、警察職員が殉職等により

昇任する場合に臨時的に置かれる職を除外するための改正 

 

２ 内  容 

  管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督職から、警察職員が殉職等により昇任する場合に当該職員の退

職の日に限り臨時的に置かれる職を除外 

 

３ 施行期日 

  令和６年４月１日  
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案件名 概要 

７ 

彩の国みどりの基金条例の一部を改正する条

例 

 

【環境部】 

 

１ 趣  旨  

  彩の国みどりの基金に積み立てる自動車税の種別割に係る歳入の金額の割合を変更するための改正 

 

２ 内  容 

  割合を変更   

現 行 改正後 

百分の一・五 百分の一 

 

３ 施行期日 

  令和６年４月１日 

 

８ 

埼玉県軽費老人ホーム、特別養護老人ホーム等

の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例 

 

【福祉部】 

 

１ 趣  旨  

  軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準等の一部改正に伴い、軽費老人ホーム等に係る運営に関する基準を

改定等するための改正 

 

２ 内  容 

（1） 協力医療機関等に関する基準の追加 

  ア 協力医療機関との連携体制の構築を義務付け 

  イ 新興感染症発生時等の対応を行う医療機関との連携の努力義務化 

 

（2） その他運営に関する基準の追加 

 （例）特別養護老人ホームにおける利用者の安全及び介護サービスの質の確保・職員の負担軽減に資する方策を検

討するための委員会設置を義務付け 

 

（3） 規定の整備 

 

３ 施行期日 

  令和６年４月１日 
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案件名 概要 

９ 

介護保険法施行条例の一部を改正する条例 

 

【福祉部】 

 

１ 趣  旨  

  指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部改正に伴い、指定居宅サービス等に係る

運営に関する基準を改定等するための改正 

 

２ 内  容 

（1） 医療機関との連携に関する基準の追加 

  ア 施設系のサービスにおける協力医療機関との連携体制の構築を義務付け 

  イ 新興感染症発生時等の対応を行う医療機関との連携の努力義務化 

 

（2） その他運営に関する基準の追加 

 （例）施設系のサービスにおける利用者の安全及び介護サービスの質の確保・職員の負担軽減に資する方策を検討

するための委員会設置を義務付け 

 

（3） 規定の整備 

 

３ 施行期日 

  令和６年４月１日等 

１０ 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律施行条例の一部を改正する

条例 

 

【福祉部】 

 

１ 趣  旨  

  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、

設備及び運営に関する基準等の一部改正に伴い、指定障害福祉サービス等に係る運営に関する基準等を改定等する

ための改正 

 

２ 内  容 

（1） 就労選択支援に関する基準の新設 

 （例）公共職業安定所等との連絡調整の義務付け 

 

（2） 障害者支援施設に関する基準の追加 

 （例）地域移行等意向確認担当者の選任等を義務付け 

 

（3） その他運営に関する基準等の追加 

 （例）新興感染症発生時等の対応を行う医療機関との連携の努力義務化 

 

（4） 規定の整備 

 

３ 施行期日  

  令和６年４月１日等 
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案件名 概要 

１１ 

埼玉県幼保連携型認定こども園の設備及び運

営に関する基準等を定める条例の一部を改正

する条例 

 

【福祉部】 

 

１ 趣  旨  

  就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第三条第二項及び第四項の規定に基づ

き内閣総理大臣及び文部科学大臣が定める施設の設備及び運営に関する基準に基づき、幼保連携型認定こども園以

外の認定こども園の職員の資格に関する基準の特例の制度を設けるための改正 

 

２ 内  容 

  幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の職員の資格に関する基準の特例を規則で定める規定の整備 

 

３ 施行期日 

  公布の日 

 

１２ 

児童福祉法施行条例の一部を改正する条例 

 

【福祉部】 

 

１ 趣  旨  

  児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部改正に伴い、指定障害  

 児通所支援事業等に係る運営に関する基準等を改定等するための改正 

 

２ 内  容 

（1） 児童発達支援センターの類型の一元化 

 

（2） 里親支援センターの設備及び運営に関する基準の追加 

 

（3） その他運営に関する基準の追加 

 （例）児童養護施設等における児童等からの意見聴取等を義務付け 

 

（4） 規定の整備 

 

３ 施行期日 

  令和６年４月１日等 
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案件名 概要 

１３廃 

埼玉県健康づくり安心基金条例を廃止する条

例 

 

【保健医療部】 

 

１ 趣  旨  

  埼玉県健康づくり安心基金を廃止するための条例の制定 

 

２ 内  容 

  埼玉県健康づくり安心基金を廃止 

 

３ 施行期日 

  令和６年４月１日 

 

１４ 

医療法施行条例の一部を改正する条例 

 

【保健医療部】 

 

１ 趣  旨  

  介護療養病床の廃止に伴い、療養病床を有する病院等の従業者の基準等の特例措置を廃止するとともに、医療法

施行規則の一部改正に伴い、病院の従業者の基準を改定するための改正 

 

２ 内  容 

（1） 療養病床の転換に係る特例措置の廃止 

 （例）療養病床に係る看護師及び准看護師の員数について、「入院患者４人に対し１人」という基準を「入院患者６

人に対し１人」に緩和する措置を廃止 

   

（2） 病院の従業者の基準の改定 

    病床数１００以上の病院にあって配置しなければならない従業者        

現 行 改正後 

栄養士 栄養士又は管理栄養士 

 

３ 施行期日 

  令和６年４月１日 
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案件名 概要 

１５ 

知事の権限に属する事務処理の特例に関する

条例の一部を改正する条例 

 

【保健医療部】 

 

１ 趣  旨  

  難病の患者に対する医療等に関する法律の一部改正により新たに規定された知事の権限に属する事務の一部を

川越市、川口市及び越谷市が処理することとするための改正 

 

２ 内  容 

  指定難病要支援者に対する証明に関する書類の受理等に係る事務を川越市等に移譲 

   

３ 施行期日 

  令和６年４月１日 

 

１６ 

埼玉県産業技術総合センター条例の一部を改

正する条例 

 

【産業労働部】 

 

１ 趣  旨  

  新たに埼玉県産業技術総合センターの試験研究機器に係る使用料の額及び依頼試験に係る手数料の額を定め、並

びに試験研究機器に係る使用料の額を改定するとともに、老朽化した試験研究機器に係る使用料及び依頼試験に係

る手数料の額の定めを廃止するための改正 

 

２ 内  容 

（1） 使用料の額を定める等する試験研究機器（４機器） 

 （例） 

名称 単位 金額 

顕微ラマン分光光度計 １時間 ４，０００円 

 

（2） 手数料の額を定める依頼試験（３試験） 

 （例） 

名称 細目 単位 金額 

顕微ラマン分光光度計 試料分析 
１試料  

１測定 
９，８２０円 

 

（3） 試験研究機器に係る使用料（６機器）及び依頼試験に係る手数料（６試験）の廃止   
 
３ 施行期日  

  公布の日 
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案件名 概要 

１７ 

埼玉県建築基準法施行条例の一部を改正する

条例 

 

【都市整備部】 

 

１ 趣  旨  

  建築基準法の一部改正を踏まえ、都市計画区域以外の区域のうち知事が指定する区域内における建築物の敷地又

は構造の制限を緩和するとともに、規定の整備をするための改正 

 

２ 内  容 

（1） 容積率等の限度を超えることを可能とする特例許可の拡充 

 

（2） 容積率制限の合理化 

 （例）老人ホーム等に設ける給湯設備の機械室等について、認定により容積率の算定基礎となる面積から除外 

 

（3） 規定の整備 

 

３ 施行期日 

  公布の日等 

 

１８ 

埼玉県工業用水道料金徴収条例の一部を改正

する条例 

 

【企業局】 

 

１ 趣  旨  

  工業用水の使用者の利便性の向上を図るため、使用水量の確認に電磁的方法を導入することに伴い、超過料金に

関する規定を改めるための改正 

 

２ 内  容 

  使用水量の確認に電磁的方法を導入することに伴う規定の改定 

 

３ 施行期日 

  令和６年４月１日 
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案件名 概要 

１９ 

埼玉県教育委員会事務局職員の定数条例の一

部を改正する条例 

 

【教育局】 

 

１ 趣  旨  

  １人１台端末を活用した個別最適な学びの推進等に対処するため、教育委員会事務局職員の定数を改定するため

の改正 

 

２ 内  容 

  職員定数の改定   

 現 行 改正後 

教育委員会事務局職員 ７２９人 ７３１人 

 

３ 施行期日  

  令和６年４月１日 

 

２０ 

埼玉県学校職員定数条例の一部を改正する条

例 

 

【教育局】 

 

１ 趣  旨  

  高等学校及び義務教育諸学校における教職員の標準定数の変更のため、学校職員の定数を改定するための改正 

 

２ 内  容 

  学校職員定数の改定     

 現 行 改正後 

県立高等学校及び市町村立高等学校
（定時制の課程） 

９，２３７人 ９，２８１人 

県立及び市町村立の特別支援学校 ５，０５０人 ５，２３７人 

県立及び市町村立の中学校 

（義務教育学校の後期課程を含む。） 
１０，３６４人 １０，３０７人 

市町村立小学校 

（義務教育学校の前期課程を含む。） 
１８，１１１人 １８，３０６人 

 
３ 施行期日  

  令和６年４月１日 
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案件名 概要 

２１新 

埼玉県公立学校情報機器整備基金条例 

 

【教育局】 

 

１ 趣  旨  

  初等中等教育段階の公立学校における情報機器の整備に係る事業に要する経費の財源に充てることを目的とし

て、基金を設置するための条例の制定  
   
２ 内  容 

（1） 積み立てる額  

    積立てをする年度の一般会計歳入歳出予算で定める額 
  
（2） 基金の処分   

    初等中等教育段階の公立学校における情報機器の整備に係る事業に要する経費の財源に充てる場合に限る  
 
（3） その他  

    運用益金の処理等  
  
３ 施行期日等 

（1） 公布の日 

 

（2） 有効期限 令和１１年３月３１日限り 

 

２２ 

埼玉県地方警察職員定数条例の一部を改正す

る条例 

 

【警察本部】 

 

１ 趣  旨  

  定年の引上げに伴い、警察官の階級別の定数及び警察官以外の職員の定数の特例を定めるための改正 

 

２ 内  容 

  令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの間の警察官等の階級別定数の特例  

 定数に加える職員数 

警部 １人 

警部補及び巡査部長 ３人 

警察官以外の職員 ２人 

  

３ 施行期日 

    令和６年４月１日 
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案件名 概要 

２３ 

埼玉県公安委員会等が行う事務に関する手数

料条例の一部を改正する条例 

 

【警察本部】 

 

１ 趣  旨  

  デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するためのデジタル社会形成基本法等の一部を改正する法律

の施行等に伴い、警備業認定証再交付手数料等の定めを廃止するとともに、猟銃の操作及び射撃の技能に関する講

習手数料の額を改定する等するための改正 

 

２ 内  容 

（1） 手数料の廃止等 

 （例）警備業認定証再交付手数料の廃止 

 

（2） 猟銃の操作及び射撃の技能に関する講習手数料の額の改定       

現行 改正後 

１２，７００円 １４，０００円 

 

３ 施行期日 

  令和６年４月１日 
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事件議決 

案件名 概要 

１ 

包括外部監査契約の締結について 

 

【企画財政部】 

 

 包括外部監査契約の締結について、地方自治法第２５２条の３６第１項の規定に基づき議決を求めるもの 

 

１ 金  額 ２０，０００，０００円を上限とする額 

 

２ 相 手 方 新江 明 

  

２ 

特定事業契約の締結について 

 

【県民生活部】 

 

 埼玉県屋内５０ｍ水泳場整備運営事業の特定事業契約を締結することについて、民間資金等の活用による公共施設等の

整備等の促進に関する法律第１２条の規定に基づき議決を求めるもの 

 

１ 期  間 議決の日から令和２４年３月３１日まで 

 

２ 金  額 ２１，０４５，１３６，１５１円 

 

３ 相 手 方 さきたまプールＰＦＩサービス株式会社（埼玉県さいたま市） 

３ 

県営土地改良事業に要する経費の関係市町

の負担額について 

 

【農林部】 

 

 土地改良事業に要する経費について関係市町が負担すべき金額を定めるため、土地改良法第９１条第６項において準用

する同法第９０条第１０項の規定に基づき議決を求めるもの 

 

１ 関係市町 さいたま市ほか２６市町 

 

２ 負 担 額 当該市町に係る事業費にそれぞれ負担率を乗じて得た額以内の額 
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案件名 概要 

４ 

農道整備事業等に要する経費の関係市町の

負担額について 

 

【農林部】 

 

 農道整備事業等に要する経費について関係市町が負担すべき金額を定めるため、地方財政法第２７条第２項の規定に基

づき議決を求めるもの 

 

１ 関係市町 川越市ほか１５市町 

 

２ 負 担 額 当該市町に係る事業費にそれぞれ負担率を乗じて得た額以内の額 

      

 

 

 

 

５ 

首都高速道路株式会社の埼玉県道高速葛飾

川口線等に関する事業の変更の同意につい

て 

 

【県土整備部】 

  

 首都高速道路株式会社による埼玉県道高速葛飾川口線等の事業の変更に同意することについて、道路整備特別措置法第

３条第７項において準用する同条第４項の規定に基づき議決を求めるもの 

６ 

急傾斜地崩壊対策事業に要する経費の関係

町の負担額について 

 

【県土整備部】 

 

 急傾斜地崩壊対策事業に要する経費について関係町が負担すべき金額を定めるため、地方財政法第２７条第２項の規定

に基づき議決を求めるもの 

 

１ 関 係 町 長瀞町及び小鹿野町 

 

２ 負 担 額 それぞれの区域に係る事業費に２０分の１を乗じて得た額 
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基本的な計画の策定等 

 

案件名 概要 

１ 

埼玉県地域保健医療計画の策定について 

 

【保健医療部】 

 

 埼玉県地域保健医療計画を策定することについて、埼玉県行政に係る基本的な計画について議会の議決事件と定める条

例第２条第２号の規定に基づき議決を求めるもの 

２ 

第４期埼玉県教育振興基本計画の策定につ

いて 

 

【教育局】 

 

 第４期埼玉県教育振興基本計画を策定することについて、埼玉県行政に係る基本的な計画について議会の議決事件と定

める条例第２条第２号の規定に基づき議決を求めるもの 
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予算（令和５年度２月補正分） 

 

  

案件名 概要 

１ 

令和５年度埼玉県一般会計補正予算（第６号） 

 

   

  補正前  ２，２５９，３９４，８９５千円 

  補正額     ３１，９５８，２２０千円 

  補正後  ２，２９１，３５３，１１５千円 

  対当初比            １０３．６％ 
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事件議決（令和５年度２月補正分） 

 

 

 

  

案件名 概要 

１ 

急傾斜地崩壊対策事業に要する経費の神川

町の負担額について 

 

【県土整備部】 

 

 急傾斜地崩壊対策事業に要する経費について神川町が負担すべき金額を定めるため、地方財政法第２７条第２項の規定

に基づき議決を求めるもの 

 

１ 負 担 額 その区域に係る事業費に２０分の１を乗じて得た額 
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【報告】 
 

地方自治法第１８０条第２項の規定による知事専決処分報告   
案件名 概要 

１ 

知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の

一部を改正する条例 

 

【総務部】 

 

 地方自治法施行令の一部改正に伴う規定の整備を行うため、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処

分したことについて、同条第２項の規定に基づき議会に報告するもの  

  

１ 専決処分年月日 令和６年２月１日  

  

２ 専決処分理由 地方自治法施行令の一部改正に伴い、規定の整備をするため  

    

３ 改 正 内 容 同政令の適用規定 

          「第１７３条第１項」 → 「第１７３条の４第１項」 

  

４ 施 行 期 日 令和６年４月１日 

 

 

２ 

特定非営利活動促進法の施行に関する条例の一部

を改正する条例 

 

【県民生活部】 

 

 住民基本台帳法の一部改正に伴う規定の整備を行うため、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分

したことについて、同条第２項の規定に基づき議会に報告するもの  

  

１ 専決処分年月日 令和６年１月２６日  

  

２ 専決処分理由 住民基本台帳法の一部改正に伴い、規定の整備をするため  

    

３ 改 正 内 容 同法の適用規定 

          「第３０条の９」 → 「第３０条の７第４項」等 

  

４ 施 行 期 日 情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素

化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律の施行の

日 
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案件名 概要 

３ 

埼玉県薬物の濫用の防止に関する条例及び埼玉県

青少年健全育成条例の一部を改正する条例 

 

【保健医療部】 

 

 大麻取締法及び麻薬及び向精神薬取締法の一部改正に伴う規定の整備を行うため、地方自治法第１８０条第１

項の規定により専決処分したことについて、同条第２項の規定に基づき議会に報告するもの  

  

１ 専決処分年月日 令和６年１月１８日  

  

２ 専決処分理由 大麻取締法及び麻薬及び向精神薬取締法の一部改正に伴い、規定の整備をするため  

    

３ 改 正 内 容 同法の適用規定 

          「第２条第１号」 → 「第２条第１項第１号」等 

  

４ 施 行 期 日 大麻取締法及び麻薬及び向精神薬取締法の一部を改正する法律の施行の日 

 

４ 

埼玉県県営住宅条例の一部を改正する条例 

 

【都市整備部】 

 

 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の一部改正に伴う規定の整備を行うため、地方自治

法第１８０条第１項の規定により専決処分したことについて、同条第２項の規定に基づき議会に報告するもの  

  

１ 専決処分年月日 令和５年１２月２６日  

  

２ 専決処分理由 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の一部改正に伴い、規定の整備

をするため  

    

３ 改 正 内 容 同法の適用規定 

          「法第１０条第１項」 → 「法第１０条第１項又は第１０条の２」 

  

４ 施 行 期 日 令和６年４月１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 26 - 

案件名 概要 

５ 

損害賠償の額を定めることについて 

 

【県民生活部】 

 

 公務員の職務に係る損害賠償の額を定めるため、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分したこと

について、同条第２項の規定に基づき議会に報告するもの  

 

１ 専決処分年月日 令和６年２月５日 
 
２ 専決処分理由 公務員の職務に係る損害賠償額の決定のため 
 
３ 相 手 方 損害が生じた者（１名） 
 

４ 事 案 の 概 要  

    一般旅券の紛失届を提出し、後日、当該旅券を発見した相手方に対して、県職員が紛失届により既に当
該旅券が失効した事実を教示しなかったため、相手方は当該旅券の有効性を誤信したまま渡航認証申請
を行い、その結果、渡航認証が承認されず査証取得が必要となり、査証取得費用等の損害を与えたもの 

 

５ 損 害 賠 償 額 ２１０，４２１円 

 

６ 

損害賠償の額を定めることについて 

 

【保健医療部】 

 

 公務員の職務に係る損害賠償の額を定めるため、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分したこと

について、同条第２項の規定に基づき議会に報告するもの  

 

１ 専決処分年月日 令和６年１月１７日 
 
２ 専決処分理由 公務員の職務に係る損害賠償額の決定のため 
 
３ 相 手 方 著作権者（１名） 
 
４ 事 案 の 概 要  

    埼玉県立高等看護学院が発行する学内広報紙等において、相手方が著作権を有するイラストを相手方の許諾

を得ずに掲載し、著作権を侵害したもの 

 

５ 損 害 賠 償 額 ８８，０００円 

 

 

 

 

 

 

   




